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～開かれた議会のその先・議会改革度調査で、全国２４位の評価～
　早稲田大学マニフェスト研究所が発表した「議会改革度調査2021ランキング」において、知立市議会は、
全地方公共団体議会1,788（47都道府県議会・815市区議会・926町村議会）中、回答した1,355議会で
総合24位、住民参加（参画）分野で６位との評価を受けました。
※早稲田大学マニフェスト研究所ホームページ https://www.waseda-manifesto.jp/gikaikaikaku

　2000年に施行された地方分権一括法により機関委任事務が廃止され、地方は自治事務と法定受託事務
を担うようになった。国という機関が都道府県市区町村（以下、地方自治体）という機関へ事務を委任す
る関係、いわゆる「地方自治体の事務の大半は国の事務の下請け」をおこなっていた関係から、地方自治
体は「自ら課題を見つけ、政策を考え、解決していく」自治事務と「法律に基づいて国の事務を受託して
行う」法定受託事務に変わり、地方自治体の自主性が求められるようになった。当然、地方自治体の意思
決定機関としての議会の存在がクローズアップされることになる。そんな折、2006年に栗山町議会が全
国に先駆けて自らの活動規範となる議会基本条例を制定し、本来の地方議会の役割について探求を始めた。
これに刺激を受けた全国の地方議会は次々に議会基本条例を制定していった。
　そこで、早稲田大学マニフェスト研究所は、活動が活発化してきた地方議会を研究するため 2009年に
議会改革調査部会を設立し「全国すべての地方議会が今どのような活動をしているのか」を調査するため
の『議会改革度調査』をおこなうこととした。早稲田大学マニフェスト研究所では毎年、全地方公共団体
議会事務局に対し、前年 1 年間の議会活動に関する調査を実施し、数値化してランキングによる公表・公
開をしている。

【調査の観点】議会が果たすべき役割として以下の３つの柱をあげ、改革度合を数値化し、ランキング化
　①　情報共有（本会議などの議事録や交際費・視察結果の公開具合と検証）
　②　住民参画（傍聴のしやすさ、議会報告会などの実施、住民意見の聴取）
　③　議会機能強化（議会本来の権限・能力を発揮するための機能強化状況）

■議会改革度調査2021総合ランキング 議会改革調査部会
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　早稲田大学マニフェスト研究所では、議会改革の取組状況や傾向を把握することを目的に調査を行って
いる。さらに、以下のような考えで調査の分析を進めている。

○住民参加（参画）：全国６位について（昨年56位）
　住民参加（参画）については、コロナ禍でも、オンラインなどを活用して止めなかった「議会報告

会」、若者への主権者意識の向上や意見を政策の種とする「高校生議会」、市民の声をわかりやすい
議会運営に反映させる「議会モニター」、など、着実に成果を上げてきた。

○情報共有：136位について（昨年93位）
　情報共有については、本会議・委員会のライブ配信等が課題と考える。
○（議会）機能強化：129位について（昨年107位）
　（議会）機能強化では、委員会の事務調査の強化による、議会からの政策提言と、決算を起点とした

PDCAサイクル等が課題と考える。

　今回の結果は、知立市議会の議会改革の取り組みが一定程度評価されたと受け取れるものではあるが、
知立市議会はこれに一喜一憂せず、今後も市民の意見を把握し、社会情勢の変化に応じた新たな取り組み
も見据えながら、「開かれた議会」、「行動する議会」をめざし、引き続き議会改革に議会一体となって取
り組んでいきます。

○取組を数値化することにより、各議会が取組向上を図る際の客観的指標を示す
○上位ランキングの公表により、地方議会に善政競争を促し、二元代表制の一翼を担う議会を強化したい
○議会改革の方向性を定め、次なる課題・ステージを提示する

議会改革度調査の目的とは？

議会改革度調査2021ランキングを振り返って

知立市議会の議会改革度のランキング推移


